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多面的機能支払交付金におけるパートタイム労働者求人サイト運営企業との連携 掲載要領 
 

農村振興局農地資源課多面的機能支払推進室 
第１ はじめに 

農業・農村は、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面的機

能を有しており、その利益は広く国民が享受しています。 
しかしながら、近年の農村地域の過疎化、高齢化、混住化等の進行に伴う集落機能の低下に

より、地域の共同活動によって支えられている多面的機能の発揮に支障が生じつつあります。               

また、共同活動の困難化に伴い、農用地、水路、農道等の地域資源の保全管理に対する担い手

農家の負担の増加も懸念されています。 
このため、多面的機能支払交付金により、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図

るための地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進しています。 
しかし、人口減少・高齢化が農村を中心に進行する状況において、多面的機能支払交付金の

活動の継続が難しくなりつつあります。そのような状況の中、共同活動に参加する人員を確保

して活動を継続するため、非農業者・非農業団体の参画を促進しています。 
その方法の一つとして、農林水産省としては、パートタイム労働者を広く募集し、地域の共

同活動に参画いただくことを考えております。そこで、本掲載要領に基づき、求人サイトの情

報開示にご協力いただけるパートタイム労働者求人サイト運営企業（以下「運営企業」という。）

を募集するとともに、提出のあった情報をリスト化し、多面的機能支払交付金の活動に活用頂

けるよう農林水産省ホームページで公開することを考えております。これにより、草刈り等を

行う人材を希望する活動組織と草刈り等のパートタイム労働を希望する人材のマッチングを推

進し、農村地域の課題解決を図ることを考えております。 
 
第２ 提出要件 

様式提出時点で、多面的機能支払交付金の活動（農地周りの草刈り、泥上げ等）に対する求

人ができる、パートタイム労働者求人サイトを運営する企業を対象とします。多面的機能支払

交付金の詳しい内容は、HP に掲載しております「多面的機能支払交付金実施要領」をご確認く

ださい。 
 
第３ 提出 

以下の問合せ先等を確認のうえ、様式を提出ください。（様式は別紙の通り） 
 

１ 様式作成にあたっての問合せ先 
農林水産省農村振興局農地資源課多面的機能支払推進室 
電話（ダイヤルイン）：03-6744-2197 
メールアドレス：tamen_baito@maff.go.jp 

 
２ 提出先 

様式提出は、メールでの提出に限定させて頂きます。郵送での提出は受け付けませんの
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で予めご了承ください。 
メールアドレス：tamen_baito@maff.go.jp 

 
３ 注意事項（運営企業向け） 

① 様式の提出後に以下の事由があると判断した場合は、農林水産省ホームページへの

掲載をお断りすることがあります。 
⑴ 提出された様式の全部または一部につき虚偽、誤記又は記載漏れがある場合 
⑵ 反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、

社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者をいう。以

下同じ。）である又は反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

どの関与をしていると認められるとき 
② 農林水産省ホームページへの掲載後、運営企業において不適切な運営等が行われた

場合には、ホームページへの掲載を中止（削除）する場合があります。 
③ 様式の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。 
④ 運営企業は、公開情報に変更があった場合には、遅滞なく農林水産省に当該変更事

項を連絡し、最新の情報に保つよう努めるものとします。 
⑤ 様式提出後の差し替え・取り下げも可としますが、ホームページ更新の都合上、速

やかな対応が困難な場合があります。 
⑥ 様式の提出をもって、本要領の第３の４及び第５に同意したものとみなします。 

 
第４ 農林水産省ホームページ掲載期間 

期限は設けておりませんが、状況に応じて掲載を終了する場合があります。その場合はお知

らせいたします。 
 
第５ その他免責事項等 

１ 農林水産省は、運営企業から提出された様式に基づき農林水産省ホームページに公開した情

報を農業者等が利用することで発生した紛争や損害等に対し、一切の責任を負わないものとし

ます。 
２ 運営企業が農林水産省に誤った事項又は不正確な事項を記載した様式を提出した場合、農林

水産省は当該事項に従って当該サービス提供事業者を扱えば足り、そのことによって生じた損

害について責任を負いません。 
３ 農林水産省は、農林水産省ホームページの公開中止によって生じるいかなる損害等について

も、責任を負わないものとします。 


